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産業環境委員会 所管事項 

 

【産業経済部】 

１ 一年を通して切れ目のない消費喚起事業を継続的に実施し、長引く物価高騰等

の影響を受ける区内経済と区民生活を下支えする事業を展開していく。 

（１）「レシート de商品券事業」 

（２）「足立区商店街応援券（プレミアム商品券）」 

（３）「キャッシュレス決済還元事業」 

 

２ 経済環境の変化に対する経営力強化を支援していく。 

（１）「区内中小企業人材採用支援助成金」により、人材不足の企業を支援 

（２）「小規模事業者等経営改善補助金」の支援対象を拡大し経営改善を図る 

（３）「新製品・新事業開発補助金」「ＩＴ・ＩｏＴ導入補助金」の活用による、区

内事業者のイノベーション促進と区内産業の振興を図る 

 

３ 事業者ごとの強みを引き出し、売り上げや利益の向上に繋がるよう、チャレン

ジ意欲を持つ事業者の販路拡大を後押ししていく。 

（１）「国内販路拡大支援事業」による販路拡大・売上向上支援 

（２）「海外販路拡大支援事業」による海外販路拡大ノウハウの提供 

（３）足立ブランド認定企業のＰＲによる区のイメージアップ、ブランドの認知度

向上、認定企業の販路拡大を目指す 

 

４ 区内事業者の経営意欲の向上を底上げするため、事業者のニーズやレベルに合

わせたきめ細やかで継続的な伴走支援を実施する。 

（１）ウェブ活用アドバイザーによるホームページやＳＮＳの効果的な活用の支援 

（２）中小企業相談員やマッチングクリエイターによる経営相談や情報提供 

（３）事業者なんでも相談員による事業に関する困り事の解決支援 

 

５ ５大イベントにおける、来場者の安全確保とＳＤＧｓの推進 

（１）一般財団法人足立区観光交流協会の５大イベント「しょうぶまつり＆世界の

食広場」「足立の花火」「あだち区民まつり（Ａ-Ｆesta）」「光の祭典」「舎人公

園千本桜まつり」を魅力あるものとし、区内外からの来場者数拡大を図る 

（２）特に「足立の花火」実施にあたっては、警察、消防、鉄道等関係者と連携し

来場者の安全確保に向け最善を尽くしていく 

（３）ＳＤＧｓ推進の視点から脱炭素化に向け、リユース食器使用による廃棄物削

減、マイバッグの利用促進を図る 
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（４）令和７年度の千住宿開宿４００年に向けた機運醸成を図るため、５大イベン

ト内やホームページ・ＳＮＳでＰＲを行っていく。 

 

６ その他 

（１）産業経済部については、令和６年度所管事務概要６３ページから６５ページ 

に記載 

（２）農業委員会については、令和６年度所管事務概要１６１ページに記載 

（３）公益財団法人足立区勤労福祉サービスセンターについては、令和６年度所管 

事務概要１６７ページから１６９ページに記載 

（４）公益社団法人足立区シルバー人材センターについては、令和６年度所管事務 

概要１９１ページから１９２ページに記載 

（５）一般財団法人足立区観光交流協会については、令和６年度所管事務概要１９ 

３ページから１９５ページに記載 
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【環境部】 

１ 地球温暖化・エネルギー対策について 

   令和３年３月に足立区と足立区議会が共同で宣言した「２０５０年までに区の

二酸化炭素排出実質ゼロ」をめざし、地球温暖化対策やエネルギー対策を進めて

いく。 

 （１）省エネ・創エネ補助金の拡充による二酸化炭素排出のさらなる削減 

 （２）新たな補助金「省エネルギー対策工場設備更新補助」による中小製造事業者

への脱炭素の働きかけ 

 （３）環境学習や環境情報プラザによる脱炭素への気づきと実践の拡大 

   

 ２ 循環型社会の構築について 

   「ＳＤＧｓ未来都市」と「自治体ＳＤＧｓモデル事業」にダブル選定されてい

る足立区として、ごみ減量やリサイクルを通じた循環型社会の構築をさらに進め

る。 

 （１）プラスチック分別回収モデルの円滑な実施 

 （２）生ごみと雑がみに軸足を置いたごみ減量の推進 

 （３）ごみ集積所におけるカラス被害の防止等美化の推進 

 

 ３ 安全・安心で快適なくらしの確保について 

   公害対策に加え、区民の心理的な安全・安心を損なう不法投棄や落書き、ごみ

屋敷などへの対応を進める。 

 （１）ごみ屋敷対策や落書き対策による安全・安心の実現 

 （２）パトロールや通報協力員との協働による不法投棄対策 

 （３）生活環境を阻害する要因（大気、騒音、振動、悪臭など）の改善 

    

 ４ 自然環境・生物多様性の保全について 

   生物多様性が保たれている自然環境を保護するため、身近な自然環境やそこで

暮らす生物の大切さに関する区民の気づきや理解を促進する。 

 （１）自然体験や生物とふれあう機会の創出 

 （２）子ども達への環境学習の推進 

 （３）区民が環境について学べる機会のさらなる拡大 

  

 ５ その他 

   環境部については、令和６年度所管事務概要１０１ページから１０５ページに

記載 

 


